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GDP（23年4-6月期）
下支え狙いの景気刺激策により、政府目標並みの成長を確保見込み中国
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国家発展改革委員会が公表した20の措置
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今回の結果
 23年4-6月期の中国の実質GDP成長率は、上海都市封鎖などによる22年

4-6月期の成長落ち込みからの反動で前年比では同＋6.3％と高成長となっ
た。ただし、前期比（季調済）は＋0.8％と23年1-3月期の+2.2％を下回っ
た。外出関連を中心に消費は拡大したが感染抑制初期の21年前半に比べる
と、ペントアップ需要の顕在化ペースは迫力にかける（図表1）。

 業種別では、宿泊・ケータリング業のGDPが前年比で2桁成長を続けた。一方、
23年1-3月期に7四半期振りのプラス成長となっていた不動産業のGDPは、
23年4-6月期にマイナス成長に転落し、成長停滞をもたらしている（図表2）。

今後の注目点
 緩慢な経済回復ペースを受けて、政府は23年7月の習総書記主宰の中央政

治局会議で消費促進策、不動産需給改善への取り組みなどを行う方針を決
定、中銀も22年8月以来の政策金利を引き下げた。先行き、中国経済の回復
ペースは、政府・中銀の景気刺激策の効果にかかっている。

 中央政治局会議後、国家発展改革委員会が6分野20項目からなる消費拡
大に向けた措置を公表している（図表3）。この措置は安易な財政拡大を回
避する内容であり消費の急回復は期待しがたいが、緩やかながらも雇用・所得
環境が回復基調にあることも踏まえると、消費は着実な成長が見込まれる。

 不動産支援策に関しては、融資返済期限延長などの不動産セクターの資金繰
り支援措置の24年末への延長を決定、住宅購入にかかわる規制要件も緩和
されている。こういった支援策により、不動産市況のもう一段の冷え込みは回避
できるであろう。もっとも、政府の債務リスク防止・解決を重視する姿勢は不変で
あり、不動産市況の急回復も想定しがたい。

 こういった点を踏まえると、政府・中銀の景気刺激策の狙いは経済成長の下支
えにあると見るべきであろう。23年の実質GDP成長率は、政府目標（前年比
＋5％前後）並みの5％台前半を見込む。
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